
 

「能力を伸ばし」、「資質を養う」を再考する 

教育基本法改正後の学習指導要領等の内容比較を通して 

 

                中 尾 豊 喜 

 

教育の社会において憲法に位置づく教育基本法の改正から 10 年が経った。この改正教

育基本法の下で、2 回目（一部 3 回目）となる学習指導要領等i1 の改訂（改定）が行われ、

今年 2017 年（平成 29）年 3 月告示された。そこで、新旧の小学校学習指導要領・中学校

学習指導要領をテキストに、憲法用語としての「能力」、その「能力」と併せて改正教育

基本法で初めて創設された「資質」という法律用語について、記載数や内容との関連性を

校種ごとに時系列で比較を行った。その結果、2017（平成 29）年 3 月告示の学習指導要

領で前文の創設に伴い、また総則において初めて「資質・能力」という表記が用いられて

いることが観取できた。さらに、分析の範囲を無償化が報道される就学前教育や保育に広

げて掲載数を比較した結果、義務教育と同じ傾向が見て取れた。これをふまえ、憲法用語・

法律用語の造語「資質・能力」という表記が教育社会に流布する今日、「能力（を伸ばし）」

と共に用いられる「資質（を養う）」という用語は、何を意図した用法なのか、また法曹

界と教育社会との間に齟齬は生じないのか、さらに関連する課題について考察する。 

  

１ 問題の所在 

先日、新幹線のなかで読んだ新書に、「学校で学ぶ普通教育や一般教育は、すぐに役に立つ

かどうかわからない。でもまわり回って役に立ちますから身につけた方がよい。」ii2 という

フレーズがあった。役に立つ普通教育とは何か、誰のために役に立つのか。この「学校で学

ぶ普通教育」…「役に立つ」ということが本論における愚考の視座と言えるかも分らない。 

戦後の 1947（昭和 22）年 3 月、わが国の教育社会においては憲法と同位に位置づく教育

基本法が公布された。そして、半世紀を超えて 60 年が経過する 2006（平成 18）年 12 月、

最初の改正がその全部を改めて新たな教育基本法が施行されてから 10 年が経過した。 

本論では「能力」と共に用いられる「資質」を検討していくが、そもそも「能力」は憲法

用語である。新しき日本建設の礎として 1946（昭和 21）年 11 月に公布された日本憲法第

26 条 1 項において、「すべての国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひ

としく教育を受ける権利を有する。」iii3 と謳われる（下線は筆者による。以後も同じ。）。 

オリジナル（原文）は、Article 26 of the Constitution.“All people shall have the right to 

receive an equal education correspondent to their ability, as provided by law.”iv4 であっ
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て、能力は“Ability”とされ、Competence や Competency、Skill 等ではなかった。 

一方の「資質」については、教育基本法で教育の目的を謳う第 1 条で、「教育は、人格の

完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに

健康な国民の育成を期して行わなければならない。」v5 として、2016（平成 18）年改正の

教育基本法で初めて「資質」という用語が創設されている。1947（昭和 22）年に制定され

たvi6 旧教育基本法vii7 に存在していない法律用語であることを予め再確認しておきたい。

「資質」という言葉は、広辞苑第六版は「うまれつきの性質や才能、資性、天性」viii8 とす

るが、そうであれば筆者の英訳 Qualities が適切な訳であるのか心許ない。 

この「資質」に関連した内容は、改正教育基本法第 1 条において、「教育は、人格の完成を

目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な

国民の育成を期して行われなければならない。」と謳われ、ここで初めて登場する。その上で、

「能力」という憲法用語と、「資質」法律用語は、続く改正教育基本法第 5 条 2 項において、

「義務教育として行われる普通教育は、各個人の有する能力を伸ばしつつ社会において自立

的に生きる基礎を培い、また、国家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質を養

うことを目的として行われるものとする。」として再登場する。この条項がいわゆる義務教育

を謳う条項である。この条項の「能力」という憲法用語と「資質」という法律用語が本論の

題目に掲げる「能力を伸ばし」、「資質を養う」ということになる。この「能力」や「資質」

という用語が、今年、2017（平成 29）年 3 月告示の学習指導要領等に多く掲載されている

ことが気になった。それも「資質・能力」という表記であった。 

さて、法律に謳われる「個人の有する能力を伸ばし」と「社会の形成者として必要な資質

を養う」という条文の部分は、教育社会においては今回改訂（改定）された学習指導要領等、

これに関連する書籍では、「資質・能力」や「資質・能力（コンピテンシー）」等と表記され、

「能力」と「資質」が併記された造語において広まる状態である。しかし、学習指導要領に

ついては、小学校は学校教育法第 33 条（教育課程）や学校教育法施行規則第 52 条の規程、

また中学校は学校教育法第 48 条（教育課程）や学校教育法施行規則第 74 条の規程に則り、

文部科学大臣が学習指導要領を告示という手続きで定めるとして、1958（昭和 33）年以降

法的拘束力を有しているとされてきた。幼稚園教育要領については、学校教育法第 25 条（保

育内容）、学校教育法施行規則第 38 条に則る。そのため解釈の仕方は留意する必要があって

単純に「造語」とも表現し難いところもある。このような状況から教育の社会と法曹会との

齟齬はないのか、すり合わせの必要性を感じるところでもある。仮にその必要性がないとす

れば、憲法用語の「能力」と、教育基本法の新たな用語である「資質」を「資質・能力」と

並列で一つの用語とする以上、教育の社会としては関係法律との連関において明確な定義が

必要であろう。 
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それにしても国立教育政策研究所が編集した書籍には、「行政用語としての『資質』」ix9 と

いう記述が散見されることから、解釈に関しては曖昧さが残り、明瞭でない。この記述は、

恐らく教育基本法研究会が編集した『逐条解説 改正教育基本法』（詳細については後述する。）

という書籍の中で「能力」や「資質」を説明している箇所がある。監修者が元文部科学審議

官、元文部科学省スポーツ・青少年局長の田中壮一郎氏であることによって、文部科学行政

サイドで編集されているという解釈から上記の「行政用語」という表現となったのでないか

と筆者は推測する。 

つまり、国立教育政策研究所に至っても日本国憲法や教育基本法という上位概念の法律体

系に基づいていないことが明らかとなる。 

そうすると、以後の教育界の諸言説による「能力」という憲法用語や「資質」という法律

用語の把握の仕方に問題は生じないのか、また司法分野と行政分野の解釈に齟齬はないか、

「能力（を伸ばし）」と「資質（を養う）」という憲法・法律用語の概念の捉え方に疑問を抱

いた。 

そして、学習指導要領等で使用され、国内に流布し、どのような理解の下で学校や幼稚園・

保育所等で教育・保育実践に移行されるのか不透明である。これが問題の所在である。 

 

２ 研究の目的・意義と方法 

２-１  研究の目的・意義 

本研究の目的は、憲法用語である「能力（を伸ばし）」と、法律用語である「資質（を養う）」

とが学習指導要領等にどのようなに反映しているのかについて、まず明らかにすることであ

る。現代の国際情勢の変化は、生活の基盤となる社会や産業は、少子・高齢化、環境とエネ

ルギー問題、資源問題、そして、グローバル化という巨大なうねりを伴いながら、その構想

的な変容の真っただ中にあり、また一方ではナショナリズムの様相も表出する。こうした時

代の新たな教育改革において「能力」と「資質」の表示の実態を調査し、再考することは次

のように重要である。 

法律用語が示す意味や関係性を問い直すことは、国民である理想的な市民社会としての市

民（Citizen）を育むために、公共性の性質が極めて高い義務教育が、児童・生徒の個の「能

力」を伸ばし、「社会の形成者として必要とされる資質」を養う普通教育を推進する上では極

めて重要なことと考える。さらに、5 歳までの教育の質は学力だけでなく健康にも影響して、

個人レベルだけでなく共同体としての社会環境の向上にも貢献できるという幼児期の教育の

重要性x10 や義務化が叫ばれている今日、幼児期にあたる就学前教育や保育の分野を内包さ

せて検討することの意義を感じている。 
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２-２  研究の方法 

調査の方法は、学習指導要領等の総則について、市販されている次の 6 つのテキストと

Web 上の情報を基に、義務教育機関である小学校と中学校の校種ごと、また幼児教育（幼

稚園、幼保連携型認定こども園、保育所）の園・所種ごとに平成 20 年 3 月（幼保連携型認

定こども園は平成 26 年 4 月）と平成 29 年 3 月告示の比較を「能力」が絡む語句、「資質」

が絡む語句の掲載数、内容を時系列で比較して分析する。 

これをふまえ、憲法用語の「能力」、ことに改正後の教育基本法の創設された用語の「資

質」については、教育基本法改正当時の言説に注視しながら語意の用法について検討を加

えてみた。 

〔使用するテキスト〕 

① 東洋館出版社編集部編（2017）『平成 29 年度版 小学校 新学習指導要領ポイント総整

理』東洋館出版社． 

前文は「小学校学習指導要領（平成 29 年 3 月 31 日告示）比較対照表」Web より 

（http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/ 

afieldfile/2017/05/30/1384661_4_1_1.pdf）閲覧は 2017 年 8 月 26 日 

② 東洋館出版社編集部編（2017）『平成 29 年度版 中学校 新学習指導要領ポイント総整

理』東洋館出版社． 

③ 文部科学省（2008）『小学校学習指導要領解説 総則編（平成 20 年 8 月）』東洋館出版

社． 

④ 文部科学省（2008）『中学校学習指導要領解説 総則編（平成 20 年 9 月）』ぎようせい． 

⑤ ―（2017）『平成 29 年告示 幼稚園教育要領 保育所保育指針 幼保連携型認定こども

園教育・保育要領〈原本〉』チャイルド本社． 

⑥ ―（2014）『幼保連携型認定こども園教育・保育要領 幼稚園教育要領 保育所保育指

針〈原本〉』チャイルド本社． 

 

３ 内容比較（義務教育） 

３-１  新旧『小学校学習指導要領』の掲載数・内容比較 

 現行、小学校学習指導要領は 2011（平成 23 年）に全面実施された。これは、改正され

た教育基本法の規定や 2008（平成 20）年 1 月の中央教育審議会答申をふまえ、①教育基

本法で明確となった教育の理念をふまえ「生きる力」を育成すること、②知識・技能の習

得と思考力・判断力・表現力等の育成のバランスを重視すること、③道徳教育や体育など

の充実により、豊かな心と健やかな体を育成することを基本目的として 2008（平成 20 年）

3 月 28 日に改訂された。この 2008（平成 20）年版学習指導要領では、言語活動の充実を
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通して活用する力や思考力・判断力・表現力を育む必要性が掲げられた。 

しかし、2008（平成 20）年版小学校学習指導要領に「改正された教育基本法や学校教

育法の規定にのっとり」としながら、下表の表 1 から観取できるよう「資質」という用語

は 1 つも見られない。 

 

表１ 小学校学習指導要領の新旧比較（掲載数） 

小学校学習指導要領（前文，総則） 
新（平成29年告示）  現行（平成 20 年告示） 

資,能 資 能 資,能 資 能 

前文（新設） 2 1 1 ― ― ― 

第1 小学校教育の基本と教育課程の役割  1 0 0 0 0 1 

第2 教育課程の編成 5 0 0 0 0 0 

 4 学校段階等間の接続 (2) (0) (0) (0) (0) (0) 

第3 教育課程の実施と学習評価 1 0 0 0 0 0 

第4 児童の発達の支援 1 0 0 0 0 0 

 2 別な配慮を必要とする児童への指導 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第5 学校運営上の留意事項 0 0 0 0 0 0 

第6 道徳教育に関する配慮事項 0 0 0 0 0 0 

合 計 10 1 1 0 0 1 

※ ただし、項目は新（平成 29 年告示）を用いた。また ☐の数値( )は内数を表す。 

 

３-２  新旧『中学校学習指導要領』の内容比較 

  

表２ 中学校学習指導要領の新旧比較（掲載数） 

中学校学習指導要領（前文，総則） 
新（平成29年告示） 現行（平成20年告示） 

資,能 資 能 資,能 資 能 

前文（新設） 2 1 1 ― ― ― 

第1 中学校教育の基本と教育課程の役割  0 0 0 0 0 1 

第2 教育課程の編成 5 0 3 0 0 0 

 4 学校段階等間の接続 (1) (0) (0) (0) (0) (0) 

第3 教育課程の実施と学習評価 1 0 2 0 0 1 

第4 生徒の発達の支援 1 0 0 0 0 0 

 2 特別な配慮を必要とする生徒への指導 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
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第5 学校運営上の留意事項 1 0 0 0 0 0 

第6 道徳教育に関する配慮事項 0 0 0 0 0 0 

合 計 10 1 6 0 0 2 

※ ただし、項目は新（平成 29 年告示）を用いた。また ☐の数値( )は内数を表す。 

 

４ 内容比較（就学前教育・保育） 

４-１  『幼稚園教育要領』の内容比較 

この度の幼稚園教育要領において、第 1 章の総則では、「幼稚園教育において育みたい

資質・能力」と「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を初めて示した。その影響で、

表 3 のとおり総則において多くの「資質・能力」の掲載が見て取れた。 

 

表３ 幼稚園教育要領の新旧比較（掲載数） 

幼稚園教育要領 
新（平成29年告示） 現行（平成20年告示） 

資,能 資 能 資,能 資 能 

前文（新設） 2 1 1 ― ― ― 

第1章 総則 5 0 0 0 0 0 

 第1 幼稚園教育の基本 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第2 幼稚園教育において育みたい資質・能力及び…姿  (4) (0) (0) (0) (0) (0) 

第3 教育課程の役割と編成等 (1) (0) (0) (0) (0) (0) 

第4 指導計画の作成と幼児理解に基づいた評価  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第5 特別な配慮を必要とする幼児への指導  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第6 幼稚園運営上の留意点 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第7 教育課程に係る教育時間終了後等の教育活動など  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

合 計 7 1 1 0 0 0 

第2章 ねらい及び内容 2 0 0 0 0 0 

 健康 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

人間関係 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

環境 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

言葉 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

表現 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第3章 教育課程に係る教育時間… 0 0 0 0 0 0 

※ ただし、項目は新（平成 29 年告示）を用いた。また ☐の数値( )は内数を表す。 
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具体的な事項は、幼稚園において生きる力の基礎を育むために、幼稚園教育の基本をふ

まえ、「次に掲げる資質・能力を一体的に育むよう努めるものとする。」として 3 つ掲げる。 

1、知識及び技能の基礎。2、思考力、判断力、表現力等の基礎。3、学びに向かう力、

人間性としている。1 の知識及び技能の基礎は、第 2 章の五領域（健康、人間関係、環境、、

言葉、表現）のねらいや内容に基づく活動で総合的に育むものとし、「幼稚園教育におい

て育みたい資質・能力」を指導する事項が内容とした。 

また、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」として次の 10 の姿を掲げている。 

1、健康な心と体。2、自立心。3、協同性。4 道徳性・規範意識の芽生え。5、社会生活

との関わり。6、思考力の芽生え。7、自然との関わり・生命尊重。8、数量や図形、標識

や文字などへの関心・感覚。9、言葉による伝え合い。10、豊かな感性と表現。 

1 は健康領域として、2、3、4 は領域の人間関係で扱い、5、6、7、8 は環境領域で、 9

は領域の言葉で、10 は表現の領域で扱うものと考えられる。 

そして、この幼稚園教育で育みたい 3 項目からなる資質や能力や、育ってほしい 10 の

姿は、今回改訂の小学校学習指導要領に全文掲載され、育む「資質」や「能力」の共通言

語化を図っている。 

一方、これらの「資質」や「能力」を中学校や高等学校とも幼児の発達や成長を連続し

た見方をもたせ、学習指導要領に共通して記載するとの情報もあったが、実際の改訂版中

学校学習指導要領では、幼稚園教育で育みたい 3 項目からなる資質や能力や、育ってほし

い 10 の姿に関するタイトルの記載はあるが、具体的な内容まで踏み込んでいない。また、

高等学校学習指導要領は現時点では不明であるが、おそらく中学校程度の記載に留まると

予想される。 

４-２  新旧『幼保連携型認定こども園教育・保育要領』の内容分析 

この度の改訂の幼保連携型認定こども園教育・保育要領の第 1 章総則では、「幼稚園教

育において育みたい資質・能力」と「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」が幼稚園教

育要領と同じように初めて記載された。それゆえ、表 4 のとおり総則においては「資質・

能力」の掲載数が多く見て取れた。 

 

表４ 幼保連携型認定こども園教育・保育要領の新旧比較（掲載数） 

幼保連携型認定こども園教育・保育要領 
新（平成29年告示） 現行（平成26年告示） 

資,能 資 能 資,能 資 能 

第1章 総則 4 0 0 0 0 0 

 第1 …教育及び保育の基本及び目標等 (3) (0) (0) (0) (0) (0) 

第2 …全体的な計画等 (1) (0) (0) (0) (0) (0) 
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第3 …特に配慮すべき事項 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

合 計 4 0 0 0 0 0 

第2章 ねらい及び内容並びに配慮事項 2 0 1 0 0 1 

 第1 乳幼児期の園児の保育に関するねらい及び内容 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第2 満1歳以上3歳未満の園児の保育に関するねらい  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

健康 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

人間関係 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

環境 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

言葉 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

表現 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第3 満3歳以上の園児の保育に関するねらい (0) (0) (1) (0) (0) (1) 

健康 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

人間関係 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

環境 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

言葉 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

表現 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第4 教育及び保育の実施に関する配慮事項 0 0 0 0 0 0 

第3章 健康及び安全 0 0 0 0 0 0 

 第1 健康支援 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第2 食育の推進 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第3 環境及び衛生管理並びに安全管理  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第4 災害への備え (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第4章 子育ての支援 0 0 0 0 0 0 

 第1 子育て支援全般に関わる事項 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第2 園児の保護者に対する子育て支援  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第3 地域における子育て家庭の保護者等に対する支援  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

※ただし、項目は新（平成 29 年告示）を用いた。また ☐の数値( )は内数を表す。 

 

４-３  新旧『保育所保育指針』の内容分析 

表 5 のように、このたび改定された保育所保育指針の総則、第 1 章の 4 において「幼児

教育を行う施設…」と初めて記載されて、この項で「育みたい資質・能力」と「幼児期の

終わりまでに育ってほしい姿」に関して、幼稚園教育要領や幼保連携型認定こども園教
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育・保育要領に記載した内容と共通の内容を含むこととなった。 

アクティブラーニングに関する記載について検討したところ、新たな小学校学習指導要

領や中学校学習指導要領、幼稚園教育要領、また幼保連携型認定こども園教育・保育要領

には当然、「…主体的・対話的で深い学び…」という記載を見て取れた。しかし、保育所

保育指針には該当する箇所が見ることができなかった。 

 

表５ 保育所保育指針の新旧比較（掲載数） 

保育所保育指針 
新（平成29年告示） 現行（平成20年告示） 

資,能 資 能 資,能 資 能 

第1章 総則 4 0 0 0 0 0 

 1 保育所保育に関する基本原則 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

2 養護に関する基本事項 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

3 保育の計画及び評価 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

4 幼児教育を行う施設としての共有すべき事項 (4) (0) (0) (0) (0) (0) 

合 計 4 0 0 0 0 0 

第2章 保育の内容 3 0 1 0 0 1 

 1 乳幼児に関わるねらい及び内容 (0) (0) (0) (0) (0) (1) 

2 1歳以上3歳未満児の保育に関わるねらい及び内容  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

3 3歳以上児の保育に関するねらい及び内容  (1) (0) (1) (0) (0) (0) 

4 保育の実施に関して留意すべき事項  (1) (0) (0) (0) (0) (0) 

第3章 健康及び安全 0 0 0 0 0 0 

 1 子どもの健康支援 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

2 食育の推進 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

3 環境及び衛生管理上並びに安全管理  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

4 災害への備え (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第4章 子育て支援 0 0 0 0 0 0 

 1 保育所における子育て支援に関する基本的事項 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

2 保育所を利用している保護者に対する子育て支援  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

3 地域の保護者に対する子育て支援  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

第5章 職員の資質向上 0 1※ 0 0 0 0 

 1 職員の資質向上に関する基本的事項 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

2 施設長の責務 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
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3 職員の研修等 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

4 研修の実施体制等 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 

※ ただし、項目は新（平成 29 年告示）を用いた。また ☐の数値( )は内数を表す。 

※ 資質の記載がみられたが、幼児のそれではなく職員の資質という意味である。 

 

５ 「能力」と「資質」に関する言説 

５-１  教育基本法改正時点 

教育基本法の改正当時、前文部科学審議官の田中壮一郎らは、「資質」や「国家及び社

会の形成者として必要とされる基本的な資質」について次のように言っている。 

   本条（改正後の教育基本法第 5 条のこと。）において「資質」とは、能力や態度、

性質などを総称するものであり、教育は、先天的な資質を更に向上させることと、一

定の資質を後天的に身に付けさせるという両方の観点をもつものである。 

「国家及び社会の形成者としての資質」とは、具体的には、第 2条（改正後の教育

基本法第 2条のこと。）各号に既定されている教育の目標の達成によって身に付けら

れるものであり、ここでは単に「必要な資質」とされている。xi11 

※（ ）内の表記は筆者による。 

この「国家及び社会の形成者として必要な資質」について、改正前及び改正後の教育基

本法第 1 条が謳う「人格の完成」は、一人の個人として、また一社会の構成員としてある

べき姿を、「人格の完成」として示すと田中ら（2007）は捉えている。そのため、「『人格』

という用語は、ややもすれば一個人に限定された側面からとらえられがちであるため」、

個人は同時に国家・社会の一員であるという『公的な側面』を強調するため、人格が完成

した個人の具体的な姿の 1 つとして、『国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた

心身ともに健康な国民』と規定されている。」とし、さらに「この考え方は、旧法（改正

前の教育基本法）第 1 条においても同様である。」としている。xii12 

この田中ら（2007）の考え方、捉え方は、次頁（図 1）のように表すことができる。能

力は、個人的な要素が強く、態度や性質等と同じように、資質の要素の 1 つとして資質に

含まれる。つまり、能力は資質に内包され、「能力（個人）＜資質（公共）」という図式を

説明している。そして、教育は改正前後の教育基本法第 1 条で「…資質を備えた…」、普

通教育（義務教育）では改正後の教育基本法第 5 条において、「…資質を養う…」ことと

規定している。 

これに従えば、その「必要な資質」（改正後の教育基本法第 1 条）や「必要とされる基

本的な資質」（改正後の教育基本法第 5 条 2 項）、あるいは「資質」（法律用語）とは、改

正後の教育基本法第 2 条の各号に謳われているわけだから、以下に記載する内容が資質と

いうこととなり、「能力」を内包する説明と化す。これには憲法用語・法律用語としての
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解釈に重大な問題を孕むこととなった。 

また、「教育」の定義はしていないが、改正教育基本法は学校教育、社会教育、そして

家庭教育についても各条項で設けており、教育を包括的に定めているという。xiii13 その上

で、教育において資質は、改正教育基本法第 1 条で何のために教育を行うのか、教育の根

本目的を謳ったのに対して第 2 条で教育の目標を謳う。田中らは同条の第 1 号から第 5

号で次のように言い換えている。xiv14 

 

 

 

 

 

 

 

この②から④は、小・中学校「道徳」内容の項目（1、主として自分自身に関すること。

2、主として他の人とのかかわりに関すること。3、主として自然や崇高なものとのかかわ

りに関すること。4、主として集団や社会とのかかわりに関すること。）に類似している。

田中らは、この教育の目標を達成することによって、「資質」が養われるという。 

①  知・徳・体を中心として教育が目指すべき基本的な事柄 

②  主として自分自身に係る事柄 

③  主として社会とのかかわりに係る事柄 

④  主として人としての生存や、自然との共生に係る事柄 

⑤  主として日本人として、国際社会とのかかわりの中で必要となる事柄 

以下、その原文である。 

①  幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道徳心を培

うとともに、健やかな身体を養うこと。 

②  個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神を

養うとともに、職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度を養うこと。 

③  正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の精神に基

づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと。 

④  生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。 

⑤  伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、他

国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 

文部科学省より 2010（平成 22）年 3 月に発行された『生徒指導提要』においては、教

 

 

 

 

 

図１  田中ら（2007）が示す能力と資質の捉え方 

資質 

（公共） 

能力 

（個） 
        

(個) 
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育の原点は一人一人の児童生徒の「生きる力」を伸ばすこととして、学校の教育活動にお

いては一人一人の児童生徒の生きる力を伸ばすために、集団指導と個別指導の両方が必要

であるとされている。学校は社会の縮図であって、「人は集団や社会とのかかわりを欠い

ては、様々な問題を解決する力を得ることはできない」ため、「教員は、児童・生徒に発

達段階に応じて、段階的に社会的存在としての人間の『私』性の側面のみならず、『公』

性をも併せ持っていることを活き視させることが重要」という。xv15 

教育における「個と集団」、「私事性」と「公共性」という視座が必要であることは筆者

も重要と捉えて容易に理解できる。しかし、これだけでは教育基本法改正当時の「能力」

と「資質」の捉え方について混迷した状態は解消されない。 

５-２  その後の論調 

子どもの「資質・能力」を育むという文章表記は、既に 2014（平成 26）年 11 月 20 日、

当時の下村博文文部科学大臣が「初等中等教育における教育課程の基準等の在り方につい

て（諮問）」という中教審に諮問した文書に、新しい時代にふさわしい学習指導要領等の基

本的な考え方として、これからの学習指導要領等については、必要な教育内容を統計的に

示すのみならず、育成すべき資質・能力を子どもたちに育む観点から…」（（下線は筆者に

よる。）と登場する。その後 2015（平成 27）年 12 月 21 日中教審答申「これからの学校教

育を担う教員の資質能力の向上について ～学び合い，高め合う教員育成コミュニティの構

築に向けて～（答申）」で教員の資質能力、また同日答申の「チーム学校としての学校の在

り方と今後の改善方策について（答申）」では「新しい時代の子供たちに必要な資質・能力

を育む…」へとつながる。後に教員は資質の向上と論調が移ることとなりますが、この周

辺が初期にあたる。筆者が編集代表を務める『教職の先達』第 2 号、（2014（平成 26）年

8 月 9 日発行）の巻頭言において下村博文大臣は、「教育の充実を図る上では、子供一人一

人の可能性を引き出し、能力を伸ばしていくよう、教師の果たす役割は大きく、教師の資

質向上が不可欠で」、「新しい学びを実現し、学校現場での今日的課題に対応していくこと

ができる優れた資質能力をもった教師を育成ことが重要な課題」xvi16 （下線は筆者による。）

と著した。子供や教師に資質能力を求めるロジックが表出し出す時期となった。 

５-３  学力観の転換 

国立教育政策研究所（2016）は、「知識だけでなく、スキル、更に態度を含んだ人間の

能力」xvii17 と資質・能力を広義に定義し、そして上述の田中ら（2007）の資質の捉え方

と類似しているという。そうであれば、「資質」＝「資質・能力」が成り立ち、前ページ

の図 1 と同じである。つまり、広義には「資質」も、また「能力」も概ね同じと定義し

たこととなる。 

ところが、中教審初等中等教育分科会の教育課程企画特別部会（2015 年）で「資質・
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能力の要素（3 つの柱）」として、次のように示された。 

① 「何を知っているか、何ができるか（個別の知識・技能）」 

② 「知っていること・できることをどう使うか（思考力・判断力・表現力等）」 

③ 「どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか（学びに向かう力、人間性

等）」 

このような論点の整理がなされ、「資質」と「能力」が並列で示されている。この「資

質・能力」という表現は、平成 18 年改正の教育基本法以後、各箇所でみられるようにな

った。このことは従前の言説において理解してよいのだろうか。最近、「資質・能力」の

表記のほかに「資質・能力（コンピテンシー）」という表現がみられるようになった。 

上述のように「能力」は Ability（できる、能力、資格）である。「資質」は Qualities

と訳してみた。また、Competence は能力、力量や技量、適正や適任、権限、資

格などと解釈されている。 

このような折、奈須は、「資質・能力に対する英語に、『コンピテンシー（Competency）』

があります。OECD の『キー・コンピテンシー』が、その用例の代表的なもの…」xviii18 と

表現して、「教育史上の典型的な対立図式である系統主義 vs 経験主義が、『知識か思考力

か』という不毛な論争に明け暮れ」ることを危惧している。xix19 このことからすれば、

わが国でいう能力や資質は、コンピテンシーでいいのかということとなる。 

海外では、「能力」や「資質」に関して、例えばキー・コンピテンシーを 2003 年、ラ

イチェン・サルガニクらは、「①自律的に活動する。②異質な集団で交流する。③相互作

用的に道具を用いる。」として、「グローバル社会を生涯学び続ける社会と捉え、その基

盤として資質・能力を育成する面が強」いとしている。xx20 

2012 年、21 世紀型スキルとしてマリリン・ビックレーらxxi21 は、次の 10 のスキルに

整理して、それを大きく 4 つに分類している。①思考の方法の分類として、(1)創造性と

イノベーション。(2)批判的思考、問題解決、意思決定。(3)学びの学習、メタ認知。②働

く方法の分類に、(4)コミュニケーション。(5)コラボレーション（チームワーク）。働く

ためのツールの分野としては、(6)情報リテラシー。(7)ICT リテラシー。世の中で生きる

という分類に、(8)地域とグローバルのよい市民であること（シティズンシップ）。(9)人

生とキャリア発達。(10)個人の責任と社会的責任（異文化理解と異文化適応能力を含む）。

としている。 

このスキルは、「デジタル化されたネットワークの中で協調的に問題を解決する社会と

捉え、ICT リテラシーを軸とした資質・能力を育成する面が強い」xxii22 と言い、「資質」

と「能力」を 3 つに大別して、「①ある対象を学ぶスタート時点では、その対象の内容（知

識）と資質・能力を分けて考える。前者を新しく学ぶために、後者を使って効果的な学
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習に従事する。（子供が新しいことを学ぶ際に使える「潜在的な学ぶ力」）②学習が進む

につれて、その対象が子供の中の『生きて働く知識』となり、資質・能力の支えや重要

な要素となってくる。③この内容知と方法知とが融合した資質・能力が、更に高次な学

習のスタートに使われる」（「教科等の質の高い知識やその学び方に関するメタ認知、も

のの見方・考え方を含む総体」）とまとめた。xxiii23 

わが国の教育課程は、「生きる力」としての知・徳・体の調和を重視している。このた

びの改訂においても学習指導要領（平成 29 年 3 月告示）の総則の第 1 の 2 で、小・中学

校とも児童・生徒に「生きる力を育む（現行は「はぐくむ」）ことを目指すものとする。」

と謳われ、継続して学校の教育活動を進めるにあたっての基本的な目標となっている。 

そして、わが国の特長である「生きる力」としての知・徳・体を構成する、幼児・児

童・生徒「各個々の有する『能力』を伸ばしつつ」、「国家及び社会の形成者として必要

とされる基本的な『資質』を養うこと」から、教科・領域等を横断的に学習することが

求められる能力を資質や能力として抽出し、これまでのわが国の学校教育が培ってきた

能力や資質をふまえ、これを「基礎力」、「思考力」、「実践力」として再構築した日本型

資質・能力の枠組みを「21 世紀型能力」と捉えられるようになった。 

この「21 世紀型能力」において、幼児・児童・生徒の「生きる力」を育成することが

現代に求められるのではないかという捉え方がある。この捉え方が「資質・能力（コン

ピテンシー）」ではないかと筆者は考えている。 

これを上図（図 2）のようにイメージした。「21 世紀型スキル」は、マリリン・ビック

レーら唱える能力や資質やコンピテンシーのことで、この影響や共通性から、従前の法律

報用語の解釈としてではなく、独自の「資質・能力（コンピテンシー）」という表現がわ

が国で用いられるようになったと解している。 

それでは、憲法第 26 条で謳う「能力」、教育基本法第 1 条で謳う備えるべき「資質」、

同法第 5 条が謳う、伸ばす「能力」と、養う「資質」という法律用語と、教育社会におい

て用いるコンピテンシーと表現する「資質・能力（コンピテンシー）」は本当に同じ意味

なのか。また、今回、学習指導要領等に記載された「能力」、「資質」、「資質・能力」は、

 

 

 

 

 

 

図２  求められる「資質・能力（コンピテンシー）」のイメージ 

資質・能力 

（21 世紀型能力） 

 
21 世紀型 
スキル 
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「資質・能力（コンピテンシー）」と同意なのだろうか。 

一般的には、学習指導要領が法的拘束力を有していることからすれば、同意とみる必然

性がある。その解釈に差異があるとすれば、修正するか、説明を加える必要があると考え

る。この辺りに疑問が残る。 

 

６ 「能力」と「資質」に関する試論 

図 1 でみたように、田中らは資質という法律用語に能力が含まれるとして、「資質を備

えた」、「社会の形成者としての必要となれる基本的な資質を養う」ことをいった。 

これまで検討してきた「能力」、「資質」、「資質・能力（コンピテンシー）」は総称して、

実は憲法用語である「能力」ではないのか。試しにこの捉え方をしてみると説明がつくこ

とが解る。図 3 を用いて説明したい。 

それでは、「社会の形成者として必要とされる基本的な資質を養う」とは、どういうこ

となのか。社会の形成者としての求められる好ましい行動様式、態度、コミュニケーショ

ン、人間関係の調整力となれば、生まれながらに、幼少期に家庭環境において培われた物

事の見方・考え方、とは異なる意味、に加え、「21 世紀型スキル」という国際的な影響に

よる視点、国立教育政策研究所が提起するの「21 世紀能力」の影響もあり、「資質・能力

（コンピテンシー）」という用語がいう「能力」や「資質」はそれぞれ別のもの、極めて

類似したものであって、伸ばすべきは学習者の「能力」なのではないかと考える。 

それでは、世界の教育動向において「コンピテンシー（Competency）」に関しては、日

本語の「学力」では説明できない状況にあるということが要因なのかも分らない。それは、

「学力」の代用として「資質・能力」を用い、その示す内容を異にすることで、従前の慣

習的な教育観や学力観の転換を図るということである。その用語として、憲法用語「能力」、

改正教育基本法用語「資質」を登用したということとなる。資質は田中ら（2007）の論旨

である能力は資質に内包されているのではなく、資質はあくまでも能力の一部であり、能

力に資質は内包されている。そして、資質の一部は後天的にも養われるため「資質を養う」

とすることができ、「能力」を伸ばすというロジックとなるはずである。 

そうすると、次の論調が成立する。すなわち、「能力＞資質」であり、「能力＝資質」と

いう図式である。汐見稔幸は、2015（平成 27）年の中教審初等中等教育分科会の教育課

程企画特別部会が示す「資質・能力の要素（3 つの柱）」である「個別の知識・技能」、「思

考力・判断力・表現力等」、「学びに向かう力、人間性」をふかえて、「『資質・能力』とい

う言葉は、一般的な意味を超えて、今後のこのような 3 つの側面を持った人間の能力を指

すこととなり、その育成が教育の課題となる」という。3 つの要素、つまり 3 つの側面は

人間の能力というのである。xxiv24 
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田中らの言説とは逆に、筆者は、「『能力』を伸ば」すということに「資質（を養う）」

は内包されている状態にあると解する。汐見が著したように、また、先述の広辞苑第六版

と同様に、「資質」の言葉について「生まれつき。資性。天性。nature」と、『日本語大辞

典（第二版）』xxv25 も説明する。「能力」を伸ばし、「資質」を養うということは、その人の

「能力」によって資性も含めて自己という個の人間を他者の影響を受けながら、共に創り

上げていくことではないのか、と考える。資質は先天的な分野もあれば、後天的に養うと

いう観点、メタ認知の分野もそうである。これを能力において養われるよう刺激するとい

うことである。人間の高い志、粘り強さ、姿勢・構えなどがそうであろう。 

一方、法律社会が捉える憲法用語「能力」と改正教育基本法用語「資質」の捉え方、そ

ことと「資質・能力」という表記上で解釈される能力や資質の意味に関しては、裁判所の

判例が出なければわからないという不明瞭さが残る。 

 

 

 

 

 

図３  筆者が試みる「能力」と「資質」を捉え方 

そうであるのに、どうして、「資質・能力」の語句を使用するのだろうか。従前の「生

活指導」を「生徒指導」と表現して指導の意味合いを改めたように、また「進路指導」を

「キャリア教育」と捉え直し、慣習的な進路指導観の改善を図とうとしたように、この言

い換えにより新たな方向性を示唆しようとするのではなかい。つまり、「学力観」の転換

として、「学力」という用語では説明せずに、「資質・能力」でイメージを転換させるとい

う方法である。ここに法律社会と教育社会の齟齬が生成する。 

いずれにせよ、次の段階は、実践の場を担う側（教師、保育者等）の「能力」や「資質」、

あるいは「資質・能力」という用語の読み説き方や理解が重要となると考えられる。誰が

教育実践を担う教師にどう伝えるのか、そしてどう伝わったのか、伝え方、伝わり方とい

う伝達の問題が残り、解釈が異なることによる教育実践の質に異なりを生む可能性を孕む

だろう。 

   

７ 今後の課題 

学習指導要領等の改訂をみた今年、2017（平成 29）年、日本国憲法施行から 70 周年、

教育基本法を全面改正し、実施してから 10 年となる。そこで全面改正後に謳った「資質

を備える」や「資質を養う」、「能力を伸ばす」という法律用語の表し方について、「資質・

（資質） 能  力 

（資質を内包） 
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能力」の併記との関係で検討してきた。 

日々の生活世界で私たちは、学校教育を修了し、果たして「国家及び社会の形成者とし

て必要とされる基本的な資質」を身に付けた行為が実践できているのだろうか。電車の乗

降では出入り口に立つ、駅の改札口でチケットや定期券を探す等の様相を呈することは常

時である。どうしても他者認識が充たされた状態とは言い難い。世界におけるわが国の幸

福度は、先進諸国の 51 国中、最下位の 51 位である。その主な理由が「他者への不寛容」

とされた。最近の経済学研究では、私事を脱し、信頼と経済成長から互恵的な考え方が経

済成長に有効との見方がある。経済成長のみがよいことではないが、その思考からは前述

した幼児期の教育の重要性を提唱した J・ヘックマンの教育界の課題も同様と考えられる。

つまり、子の状態では、わが国の学校教育が幼児・児童・生徒の「資質を備え、資質を養

う」ことの目的を達成できたとは言えない実態だろう。 

そこで、本研究の次の段階としては、義務教育機関における臨床・実践レベルの受け取

り方の活字化であり、学習者である児童・生徒に対して教育実践の最前線である教育の場

を担う者の法解釈の状況について調べる必要性を感じている。教育の目的や目標を明確に

授業実践や生徒指導の実践に意図して活かさなければならない。教育の根本目的を意図し

て教育実践する必要がある。それゆえ、教育や保育の現場において学習指導要領等は、誰

が受け取り、保育・教育実践の場で誰が担うかという担い手の問題と伝わり方の問題であ

る。これにより実践を担う者の受け取り方の実状を調査する意義がある。 

今後の課題は、今回主題とした「能力を伸ばし」、「資質を養う」ということについて、

本研究で行った学習指導要領等を時間軸や校種間の比較をふまえ、機関の管理職やミドル

リーダーが職員にどう伝達・指導し、それを教職員がどのようなに受け取ったか、どの情

報から教育実践を推進しているか、「保育・教育実践の場の担い手の問題」の視座から教

育法社会学的な方法で調査する必要がある。特に「能力」は、子どもの権利条約第 12 条

意見表明権や日本国憲法 26 条との関係で、障害を有す学齢者や移住外国籍の学齢者など

特別のニーズの視点から日本國憲法や教育基本法から解釈される「能力を伸ばし」、「資質

を養う」ということとの連関でその実現に向けて検討を加える必要があると考える。 

なお、本論は、今年（2017）年 10 月 21 日、一橋大学で開催された日本教育社会学会

第 69 回大会（Ⅱ-３部会 教育機会と能力）における口頭研究発表の原稿、拙著「義務教育

における児童・生徒の『能力』及び『資質』に関する一考察」を改編した。 
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